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技術基盤グループの役割

◼ 原子力規制委員会の使命（原子力に対する確かな規制

を通じて、人と環境を守ること）を達成するため、原子力規

制の遂行に必要な知見・手段（右図の3本柱）を収集又は

整備するために必要な安全研究を行います。また、安全

研究を通して、原子力規制庁研究職員の科学的・技術的

専門性を向上させ、技術基盤を構築し、維持しています。

安全研究の範囲と進め方

規制基準やガイド類の整備・見直し、民間規格の
引用等
• 高エネルギーアーク損傷（HEAF）に係る電気

盤の設計に関する審査ガイド

• 耐津波設計に係る設工認審査ガイド 等

規制基準類の整備 原子力規制部等への技術的支援

• 新規制基準適合性審査に対する技術
的支援、

• 東京電力福島第一原子力発電所事故
分析等に係る技術的支援 等
➢ 技術支援依頼書件数：４８件
（令和５年１０月３１日時点）

上図については[1]を参照

A-1：ハザード（火山）

A-1：ハザード（地震）

A-1：ハザード（津波）

A-2：フラジリティ

D：シビアアクシデント

F：新型炉

B：火災防護
E：熱流動・炉物理
G：核燃料
H：材料・構造

C：レベル１PRA

I：特定原子力施設

J-1：加工施設・
再処理施設

J-2：放射性物質
の貯蔵・輸送

K：放射性廃棄物
埋設施設

L：廃止措置
・クリアランス

M：原子力災害対策
（レベル３PRAを含む）

N：放射線防護

安全研究の成果とその活用

技術基盤グループでは、外部TSO機関（ＪＡＥＡ、ＱＳＴ）、大学等の外部研究機関と共同研究を結ぶことで、原子力規制庁の研究職員自身が他の

機関が保有する試験設備等を使用した研究に直接携わることができます。

実績：36件
相手先：茨城大学、大阪大学、海洋研究開発機構、関西大学、
京都大学、埼玉大学、産業技術総合研究所、筑波大学、東京大
学、東京工業大学、東京電機大学、東京都市大学、東北大学、
東北学院大学、新潟大学、日本原子力研究開発機構、福井大
学、北海道大学、量子科学技術研究開発機構、早稲田大学
（順不同）

技術基盤グループが実施する安全研究分野

事例：早稲田大学との共同研究「プール内温度成層化実験」 [3] 

③他大学・他機関との共同研究を通して実施する安全研究

技術基盤グループが行う

安全研究の詳細は原子力

規制庁HPをご覧ください。

安全研究の成果は、査読付論文等のほか、NRA技術報告及びNRA技術ノートとして

とりまとめられ、規制業務に活用されています。

②原子力規制庁の研究職員が委託事業として実施する
安全研究

換気条件下にある複数区画における火災試験の検証解析[2]

熱放出割合（HRR）の試験結果と解析結果の比較結果

①原子力規制庁の研究職員が主体で実施する安全研究

CFS-2：仏国 IRSN カダラッシュの火災
試験施設 DIVA を用いた換気
条件下にある複数区画におけ
る火災試験（PRISME3 Project
における試験）
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時間（秒）火災試験（CFS-2）の概略図

温度分布変化（過渡後1000秒）
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